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広域機関による電源入札制度の
検討状況

【新規ルール】

平成２７年１２月18日
電力広域的運営推進機関

（注）本資料は、業務規程・送配電等業務指針の改定に向けた当機関内での検討状況を示すものであり、
決定した内容ではありません。



2広域機関による電源入札の概要（電事法規定・制度設計ＷＧ整理）

改正電気事業法（第２弾）
第２８条の４０ 推進機関は、第２８条の４の目的を達成するため、次に掲げる業務を行う。
五 入札の実施その他の方法により発電用の電気工作物を維持し、及び運用する者を募集する業務その他
の発電用の電気工作物の設置を促進するための業務を行うこと

 制度設計WGにおける整理（要点）
• 供給力確保を最終的に担保するセーフティネットの位置づけであり、本制度に過度に依存する形にならな
いようにする。国民負担を伴うため、入札実施は慎重に判断。
※適切に供給力を確保している小売事業者等にも費用負担が求められるため、その役割は限定的・
一時的であることが望ましい。

• 入札の対象は、新規電源のみならず、既存電源の維持も対象となる

• 入札実施の決定、費用負担方法の決定、落札者の決定に当たっては、有識者を含めた検討会を設けて
客観性のある議論を行う。

• 広域機関による電源入札は、落札者が電源の建設等を行い、維持・運用を実施することが前提となる。ま
た、広域機関は、電源保有者への対価として、入札により決定した金額（円／ｋＷ）を、落札者に対して定
期的に支払う。落札者は、小売電気事業者や送配電事業者に売電することによって得る収入と、広域機
関からの補填額収入を得る。

• 落札者に対する補填費用は、広域機関が一般送配電事業者から電源入札特別会費（仮称）をエリア毎の
最大需要（ｋＷ）に応じて求め、一般送配電事業者は、この費用に相当する額を託送料金とは別に、国の
認可を得て、託送料金に上乗せして回収する方法が一案。

• 供給計画の取り纏め業務や、年次報告書の中で行う供給信頼度評価業務等を通じて、平常時より、入札
検討開始の必要性の有無についての判断を行う。

• 供給信頼度評価は、東日本大震災の教訓も踏まえ、大規模事故や災害等のシミュレーションを行い、これ
らの発生頻度や、発生した場合のインパクトについて評価を実施。

• 容量市場の創設は、必ずしも小売全面自由化と同時とすることにこだわらず、引き続き検討を行う。仮に、
今後、容量市場を導入する場合には、広域機関による電源入札制度との役割分担を整理することが必要。
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⑤需給検証・入札実施の必要性検討（委員会）
・需要想定、供給力算定の検証（需給検証）
・追加的な供給力対策、需要側対策の有無
・需給変動リスクの評価
⇒ 入札実施の必要性

⑥入札実施の決定
上記委員会の報告結果を踏まえ、本機関理事会が電源入札以
外の手段による安定供給を維持することが困難と認めた場合
は、電源入札の実施を決定。

⑦電源入札に関する基本要件の検討（委員会）
供給区域、供給力提供期間、募集規模、募集対象電源、入札
方式、補填費用の上限額

落札者決定・公表・契約締結

入札受付～締切

募集要綱の策定（提案募集）及び公表

基本要件の検討（委員会）

需給バランス評価等の報告（年１回・委員会）

発電設備の
新増設

Ａ．広域機関による
発議

必要な調整力・予備力が
確保できているか

リスク対策としての発電設
備の確保が必要か（※）

入札実施決定（評議員会審議・理事会決議）

落札候補者の評価（委員会）

評議員会に進捗報告
（建設工程・稼働状況・費用支払の状況）

④供給力確保の方法
・発電設備の新増設 （主に中長期の供給力確保）
・休止又は廃止電源の再起動 （主に短期の供給力確保）
・既存発電設備の維持 （休廃止による需給逼迫、リスク対策）

①

⑤

⑥

⑦

電源入札のプロセス（広域機関ルールの枠組み）

休止又は廃止
電源の再起動

既存発電設備
の維持

② 供給計画 会員等への聴取

Ｂ．一般送配電から
の検討要請

Ｃ．国からの検討
要請

①電源入札等の検討開始手続き
Ａ．広域機関による発議 （需給逼迫懸念、危機管理）

Ｂ．一般送配電からの検討要請 （調整力不足等）【Ｐ】
Ｃ．国からの検討要請 （長期エネルギー需給見通し等）

②・③ 検討開始の判断基準（本機関発議）
・供給計画による需給バランス評価で、本機関が定める適切な予備力・
調整力が確保できていない場合

・自然災害や社会情勢その他特別な事情により、各供給区域で確保して
いる予備力・調整力では対応できない需給変動リスクが顕在化した場合

・本機関が発電事業者等に対する発電実績や設備の状態、事業計画に
関する聴取結果を踏まえ、電源入札等により「既存発電設備の維持」が
必要と認めた場合

③

入札実施の判断材料

判断基準

供給力確保の方法

④

※必要に応じて実施

リスク分析（※）
（規程第１０２条第４項）

需給検証・入札実施の必要性検討（委員会）



4【参考】入札実施判断における着眼点

一般送配電
の調整力

ベース・ミドル
供給力

※再エネ含む

（計画的に調達）

危機管理用
発電設備容量

本機関が定める適切な調整力
（偶発的需給変動）

小売事業者の予備力

一般送配電事業者
（周波数維持義務）

小売事業者
（供給力確保義務）

・小売事業者は市場、インバランス補給に委ね
る可能性
・発電事業者はｋWh収入による維持費回収が見
込めず、休廃止となる可能性
・小売事業者の想定需要の不確実性

年間８７６０時間

ＫＷ

最大
需要
想定

年間需要持続曲線

供給力

※赤枠；入札対象となる可能性あり

一般送配電事業者の調達不足時等

※新増設電源の入札では
ベース供給力を担う場合

もある

・老朽火力設備の維持
・石油系火力維持・運用等
※危機管理対策として必要な場合

・電源計画外停止
・出水変動
・需要上振れ
・日射量、風況変動

主にピーク対応供給力
又は予備力


